
都道府県常勤保健師用　調査回答用紙 （平成２１年５月１日現在）

都道府県名

【調査１】　 貴自治体における全常勤保健師数を記入してください。回答調査票総枚数 計　　　　　　　　　　　　　　　　　枚　

人

【調査２】　 別紙「都道府県用　領域調査用回答番号一覧」を参照の上、①所属区分　②職位 ③給与等人件費会計別
を記入してください。

＊ 一人につき一行ずつデータを記入して下さい。

＊ 上記【調査１】で記入した人数分のデータを記入してください。必要に応じ、調査票枚数を追加して下さい。

※調査番号は、全て連番とし、枚数が２枚以上になった場合も、連番を継続して記入して下さい。

＊ 嘱託の場合であり、再任用制度により採用された職員であって、フルタイム職員（週40時間勤務している者）

については、常勤職員として本調査に記載対象とし、再任用記入欄に○を記入して下さい。

②職位

番号記載欄

その他内容記載欄
（左記記入欄で、番号

7,13,19,22,26,29,30を選んだ場合に具
体名を記入）

記号記載欄 記号記載欄
その他内容記載欄

（左記記入欄で、記号え　を選んだ場合に
具体名を記入）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

保　健　師　活　動　領　域　調　査　（領域調査）

様式１-１

調査
番号

①所属区分 ③給与等人件費会計別再任用
の職員
の回答
には○
を記入
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都道府県用　領域調査用回答番号一覧

①　所属区分を下記より選んで、別紙調査票に番号を記入してください。

所属区分 番号

保健部門 1

保健福祉部門 2

福祉部門 3

国保部門 4

医療部門 5

介護保険部門 6

その他 （→具体名を記入） 7

※保健所とは、名称に関係なく保健所機能をもつ機関をいう。

        （例：保健福祉事務所、健康プラザ）

保健福祉部門 9 →　※保健・福祉分野全ての業務を行っている場合は当欄に記入する。

介護保険部門 10

健康増進施設等 11

精神保健福祉センター 12

その他 （→具体名を記入） 13

福祉事務所 14

介護・老人福祉施設等 15

児童相談所 16

その他の児童福祉施設 17

身体障害・知的障害者施設等 18

その他 （→具体名を記入） 19

病院・診療所 20

訪問看護ステーション 21

その他 （→具体名を記入） 22

保健師等養成所 23

団 外 一部事務組合・広域連合 24

体 郭 介護保険関連等の第３セクター 25

等 その他（→具体名を記入） 26

派 交 国・他の都道府県へ 27

遣 流 市町村へ 28

等 ・ その他 （→具体名を記入） 29 → 　※  海外勤務等は当欄に記入する。

その他 （→具体名を記入） 30

②　職位を下記より選んで、別紙調査票に記号を記入してください。

職位 記号   注： 出先（地方機関）については、本庁における

  部局長級 Ａ        職位で記入のこと。

  次長級 Ｂ

  課長級 Ｃ

  課長補佐級 Ｄ

  係長級 Ｅ

  係員 Ｆ

③　給与等人件費会計を下記より選んで、別紙調査票に記号を記入してください。

給与等人件費会計 記号

普通会計 あ

特別会計 い

企業会計 う

その他（→具体名を記入） え

企画調整部門 8 →

本
　
　
　
庁

保
健
所

 
本
 

庁
・
保
 

健
 

所
 

以
 

外

 
保
健

福
祉
・
介
護

医
療

都道府県回答
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 様式１-２ 　都道府県非常勤保健師用　調査回答用紙

　地域保健福祉事業に従事した非常勤職員      

※各自治体で１枚

  都道府県名

  非常勤職員の活動した分（平成２０年度）を以下の方法により

延人員に換算して記入してください。

　該当なしの場合は、右記に○をつけてください。　　　〔　　〕該当なし

 ・　換算方法  平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日の延人員を換算する。

　ア  活動した時間８時間以内を1人とする。

  イ  ８時間を超える場合は、８時間までを増すごとに1人とする。

（例 ： 合計時間１００時間÷８＝１２．５＝１３人（９６時間＋４時間））

 ・　育児休業者の代替として勤務している者は除く。

保健師 → 人

保 健 師 活 動 領 域 調 査 （領域調査）
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保健所設置市・特別区常勤保健師用　調査回答用紙 （平成２１年５月１日現在）

　（保健所設置市 常勤保健師用　回答様式） 都道府県名

【調査１】　 貴自治体における全常勤保健師数を記入してください。 市・区名

人 回答調査票総枚数 計　　　　　　　　　　　　　　　　　枚　

【調査２】　 別紙「保健所設置市・特別区用　領域調査用回答番号一覧」を参照の上、①所属区分　②職位　③給与等
人件費会計別を記入してください。

＊ 一人につき一行ずつデータを記入して下さい。

＊ 上記【調査１】で記入した人数分のデータを記入してください。必要に応じ、調査票枚数を追加して下さい。

※調査番号は、全て連番とし、枚数が２枚以上になった場合も、連番を継続して記入して下さい。

＊ 嘱託の場合であり、再任用制度により採用された職員であって、フルタイム職員（週40時間勤務している者）

については、常勤職員として本調査に記載対象とし、再任用記入欄に○を記入して下さい。

②職位

番号記載欄

その他内容記載欄
（左記記入欄で、番号

6,12,20,25,33,37,41,46,49,50を
選んだ場合に具体名を記入）

記号記載欄 記号記載欄
その他内容記載欄

（左記記入欄で、記号え　を選んだ場合に
具体名を記入）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

保　健　師　活　動　領　域　調　査　（領域調査）

様式２-１　

調査
番号

①所属区分 ③給与等人件費会計別再任用
の職員
につい
ての回
答には
○を記

入
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保健所設置市・特別区用　領域調査用回答番号一覧

①　所属区分を下記より選んで、別紙調査票に番号を記入してください。

所属区分 番号

保健部門 1 →  ※　保健所が本庁の衛生部局として組織されている場合には保健所とし、13～15に記載する。

保健福祉部門 2

福 老人福祉担当課 3

祉 児童福祉担当課 4

部 障害者福祉担当課 5

門 その他 （→具体名を記入） 6

医療部門 7

介護保険部門 8

国民健康保険部門 9

職員の健康管理部門 10

教育委員会等学校教育部門 11

その他 （→具体名を記入） 12

 ※  保健所とは、名称に関係なく保健所機能をもつ機関をいう。

        （例：保健福祉事務所、健康プラザ）

保健福祉部門 14 →  ※　保健・福祉分野全ての業務を行っている場合は当欄に記入する。(17,22も同）

介護保険部門 15

→  ※　市町村保健センター機能と福祉センター機能が統合されている組織につい
　　　ては16～20欄に記入する。

保健福祉部門 17

介護保険部門 18

地域包括支援センター 19

その他 （→具体名を記入） 20

保健部門 21 →  ※　市町村保健センター類似施設とは、老人福祉センター（Ａ型）、母子保健センター、健康増進

保健福祉部門 22 　　　センター、地域福祉センター、国保健康管理センター、農村健診センター等をいう。

介護保険部門 23

地域包括支援センター 24

その他 （→具体名を記入） 25

精神保健福祉センター 26

健康増進施設等 27 →  ※　健康増進センター以外で健康増進関連の施設に勤務する者がいれば記入する。

 福 祉 事 務 所 28

デイサービスセンター等 29

老 介護・老人福祉施設等 30

人 在宅介護支援センター 31

地域包括支援センター 32

その他 （→具体名を記入） 33

保育所 34

児 児童相談所 35

童 その他の児童福祉施設 36

その他 （→具体名を記入） 37

身体障害・知的障害者施設等 38

病院・診療所 39

訪問看護ステーション 40

その他 （→具体名を記入） 41

保健師等養成所 42

団 外 一部事務組合・広域連合 43

体 郭 介護保険関連等の第３セクター 44

地域包括支援センター 45

等 その他 （→具体名を記入） 46 → 　※　社会福祉協議会は当欄に記入する。

派 交 国・他の都道府県へ 47

遣 流 市町村へ 48

等 ・ その他 （→具体名を記入） 49 → 　※  海外勤務等は当欄に記入する。

その他 （→具体名を記入） 50

②　職位を下記より選んで、別紙調査票に記号を記入してください。

職位 記号   注： 出先（地方機関）については、本庁における

  部局長級 Ａ        職位で記入のこと。

  次長級 Ｂ

  課長級 Ｃ

  課長補佐級 Ｄ

  係長級 Ｅ

  係員 Ｆ

③　給与等人件費会計を下記より選んで、別紙調査票に記号を記入してください。

給与等人件費会計 記号

普通会計 あ

特別会計 い

企業会計 う

その他（→具体名を記入） え

福
祉
・
介
護

医
療

→

市町村保
健セン
ター

16

市町村保
健ｾﾝﾀｰ類
似施設及
び保健ｾﾝ
ﾀｰ以外の
施設

本
　
　
　
庁

保
健
所

13

本

庁

・

保

健

所

以

外

企画調整部門

保健部門

保健所設置市・特別区回答用 
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 様式２-２ 保健所設置市・特別区非常勤保健師用　調査回答用紙

　地域保健福祉事業に従事した非常勤職員      

※各自治体で１枚

市区町村名

  非常勤職員の活動した分（平成２０年度）を以下の方法により

延人員に換算して記入してください。

　該当なしの場合は、右記に○をつけてください。　　〔　　〕該当なし

 ・　換算方法  平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日の延人員を換算する。

  ア  活動した時間８時間以内を1人とする。

  イ  ８時間を超える場合は、８時間までを増すごとに1人とする。

（例 ： 合計時間１００時間÷８＝１２．５＝１３人（９６時間＋４時間））

 ・　育児休業者の代替として勤務している者は除く。

保健師 → 人

保 健 師 活 動 領 域 調 査 （領域調査）
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市町村常勤保健師用　調査回答用紙 （平成２１年５月１日現在）

　（市町村 常勤保健師用　回答様式） 都道府県名

【調査１】　 貴自治体における全常勤保健師数を記入してください。市町村名

人 回答調査票総枚数 計　　　　　　　　　　　　　　　　　枚　

【調査２】　 別紙「市町村用　領域調査用回答番号一覧」を参照の上、①常勤保健師の所属区分　②職位　③給与等
人件費会計別を記入して下さい。

＊ 一人につき一行ずつデータを記入してください。

＊ 上記【調査１】で記入した人数分のデータを記入してください。必要に応じ、調査票枚数を追加して下さい。

※調査番号は、全て連番とし、枚数が２枚以上になった場合も、連番を継続して記入して下さい。

＊ 嘱託の場合であり、再任用制度により採用された職員であって、フルタイム職員（週40時間勤務している者）

については、常勤職員として本調査に記載対象とし、再任用記入欄に○を記入して下さい。

②職位

番号記載欄

その他内容記載欄
（左記記入欄で、番号

6,13,18,23,30,33,37,41,44,45を
選んだ場合に具体名を記入）

記号記載欄 記号記載欄
その他内容記載欄

（左記記入欄で、記号え　を選んだ場合に
具体名を記入）

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

保　健　師　活　動　領　域　調　査　（領域調査）

様式３-１

調査
番号

①所属区分 ③給与等人件費会計別再任用
の職員
につい
ての回
答には
○を記

入
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市町村用　領域調査用回答番号一覧

①　所属区分を下記より選んで、別紙調査票に番号を記入してください。

所属区分 番号

保健部門 1 →　※　市町村合併等により、本庁から支所に名称変更になった場合には1～13に記入する。

保健福祉部門 2 →　※　保健・福祉分野全ての業務を行っている場合は当欄に記入する。(15,20も同)

福 老人福祉担当課（係） 3

祉 児童福祉担当課(係） 4

部 障害者福祉担当課（係） 5

門 その他 （→具体名を記入） 6

医療部門 7

介護保険部門 8

国民健康保険部門 9

職員の健康管理担当部門 10

教育委員会等学校教育部門 11

地域包括支援センター 12

その他　（→具体名を記入） 13

保健部門 14 →  ※　市町村保健センター機能と福祉センター機能が統合されている組織につい

保健福祉部門 15 　　　ては14～18欄に記入する。

介護保険部門 16

地域包括支援センター 17

その他 （→具体名を記入） 18

保健部門 19 →  ※　市町村保健センター類似施設とは、老人福祉センター（Ａ型）、母子保健センター、健康増進

保健福祉部門 20 　　　センター、地域福祉センター、国保健康管理センター、農村健診センター等をいう。

介護保険部門 21

地域包括支援センター 22

その他 （→具体名を記入） 23

健康増進施設等 24 →  ※　健康増進センター以外で健康増進関連の施設に勤務する者がいれば記入する。

福祉事務所 25

デイサービスセンター等 26

老 介護・老人福祉施設等 27

人 在宅介護支援センター 28

地域包括支援センター 29

その他 （→具体名を記入） 30

児 保育所 31

その他の児童福祉施設 32

童 その他 （→具体名を記入） 33

身体障害・知的障害者施設等 34

病院・診療所 35

訪問看護ステーション 36

その他 （→具体名を記入） 37

団 外 一部事務組合・広域連合 38

体 郭 介護保険関連等の第３セクター 39

地域包括支援センター 40

等 その他 （→具体名を記入） 41 →　※　社会福祉協議会は当欄に記入する。

派 交 都道府県へ 42

遣 流 他の市町村へ 43

等 ・ その他 （→具体名を記入） 44 　→　※　海外勤務等は当欄に記入する。

その他 45

②　職位を下記より選んで、別紙調査票に記号を記入してください。

職位 記号   注： 出先（地方機関）については、本庁における

  部局長級 Ａ        職位で記入のこと。

  次長級 Ｂ

  課長級 Ｃ

  課長補佐級 Ｄ

  係長級 Ｅ

  係員 Ｆ

③　給与等人件費会計を下記より選んで、別紙調査票に記号を記入してください。

給与等人件費会計 記号

普通会計 あ

特別会計 い

企業会計 う

その他（→具体名を記入） え

本
　
　
　
　
　
　
庁

本
　
庁
　
以
　
外

市町村保
健セン
ター

市町村保
健ｾﾝﾀｰ類
似及び保
健ｾﾝﾀｰ以
外

福
祉
・
介
護

医
療

市町村回答用 
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 様式３-２ 　市町村非常勤保健師用　調査回答用紙

　地域保健福祉事業に従事した非常勤職員      

※各自治体で１枚

  市町村名

  非常勤職員の活動した分（平成２０年度）を以下の方法により

延人員に換算して記入してください。

　該当なしの場合は、右記に○をつけてください。　　　　　〔　　〕該当なし

 ・　換算方法  平成２０年４月１日～平成２１年３月３１日の延人員を換算する。

  ア  活動した時間８時間以内を1人とする。

  イ  ８時間を超える場合は、８時間までを増すごとに1人とする。

（例 ： 合計時間１００時間÷８＝１２．５＝１３人（９６時間＋４時間））

 ・　育児休業者の代替として勤務している者は除く。

保健師 → 人

保 健 師 活 動 領 域 調 査 （領域調査）
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様式４

保　健　師　活　動　領　域　調　査　（　領　域　調　査　）

特定健診・特定保健指導に携わる保健師の活動体制に関する調査

１．①～②の該当する項目に○をし、自治体名を記入してください。※自治体名は都道府県名から記入してください。

①保健所設置市・特別区　　／　　②市町村　 自治体名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

２．現時点（平成２１年５月１日現在）で、特定健診・特定保健指導に関わっている常勤保健師及び今年度中に
　関わることが予定されている常勤保健師の合計配置人数を所属区分ごとに記載してください。

所属区分
　　人数

うち専任者数

※所属区分は保健師活動領域調査の「常勤保健師用　回答番号一覧」を参照し、番号を記載してください。
　なお、区分は様式２-１もしくは様式３-１の記載項目と同じ項目を記載して下さい（併任の場合でも）。
　　（回答番号一覧より、「その他」に該当する項目を選んだ場合には、番号と併せて具体名を同じ欄に記入）
※対象者は専任であるか否かに関わらず、主として特定健診・特定保健指導に関与する常勤保健師であり、
　一時的な補助は除きます。
※再掲欄には所属区分ごとに特定健診・特定保健指導の専任者の人数を記載してください。SA
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